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項目
（教訓）

更なる安全性・信頼性の向
上のための中長期対策

①シビアアクシデントの
防止

②シビアアクシデントへ

福島第一原子力発電所事故を踏まえた安全対策の工程

緊急安全対策等
全交流電源等喪失対策
シビアアクシデント対策

（実施済み）

信頼性向上策
津波防御対策

大型空冷ＤＧ設置
（着手済み 2 3年

安全確保のための緊急対策

短期対策 ２～３年程度で完了

②シビアアクシデント
の対応

③原子力災害への対応

④安全基盤の強化

⑤安全文化の徹底

1

（着手済み。2～3年
で完了予定）

中長期対策
バックチェック加速、
蓄電池大容量化
（順次実施）

福島第一事故を踏まえた対応
（実施済み）

中長期対策
防災体制・防災計画の見直し
安全規制、指針の見直し

（順次実施）

継続して実施



短期対策（終了） 中長期対策（２～３年以内に実施）

・電源車
・ポンプ車
・消火ホース

・手順書等の策定
・対応訓練の実施

・防潮堤の設置
・建屋の水密化
・海水ポンプ電動機等の予備品確保緊急安全対策

（3月30日指示、 5月6日評価）
シ
ビ
ア
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ク
シ
デ

の
発
生
防
止

配備

・防潮壁の設置

・空冷式の大容量大型発電機
設

緊急対策の結果

・号機間での電源融通
・全号機への全送電線接続
・送電鉄塔の耐震性等
・開閉所等の地震対策

・中央制御室の換気
・水素の排気

・通信機器の配備
・高線量対応防護服
・ホイールローダ

・電話交換機等の高台移設
・静的水素結合器の設置（ＰＷＲ）

・建屋ベント及び水素検知器の設置
（ＢＷＲ）

電源信頼性向上対策
（ 4月9日、15日指示、

6月7日評価)

シビアアクシデント
対策

（ 6月7日指示、6月18日評価）
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の設置

配備

手順
整備

２



原子力安全に関するＩＡＥＡ閣僚会議

� ６月２０日から、加盟１５１カ国全てが招待され、オーストリア・ウィーンで開催。
� 原子力安全に関する閣僚宣言を採択するとともに、ＩＡＥＡ調査団の報告書を公表。
� 日本からは、ＩＡＥＡに提出した報告書に基づき、事故へ対応、教訓等について説明。
� ポネマン米ｴﾈﾙｷﾞｰ省副長官、モリゼ仏ｴｺﾛｼﾞｰ大臣、天野ＩＡＥＡ事務局長とバイ会談。

我が国の原子力安全に関する各国等の反応

○米国

日本政府は、国内の原子力発電所の安全強化、

（今後の）原子力安全・保安院の独立について米国

に報告された。米国はコミットメントを歓迎。

ＩＡＥＡ調査団報告書について

ＩＡＥＡ調査団は、来日時の情報交換及び現地視察を

踏まえて、今回の事故から得られる教訓等を取りまとめ

た報告書を作成（１５の結論と１６の教訓を提示）。

この中で、日本のシビアアクシデント対策は、各国の 報告された。米国は ッ を歓迎。

○韓国

日本政府のイニシャルコミットメントに感謝。スピー

ディーな情報提供は貴重な貢献である。ロードマップ

に従った取組を歓迎する。

○天野ＩＡＥＡ事務局長

日本が提出した事故報告書は、日本における最大

限の透明性を示すもの。この報告書に含まれている

内容のうち、例えば、非常用電源の設置などは、既

に講じられており、日本の安全向上に貢献している

と評価。

中 、 本 シ アアクシデ 対策は、各国

教訓となるべきものとして取り上げられた。

ＩＡＥＡ調査団報告書（抜粋）

「このような経験から、2011年3月30日に保安院は既存

の発電所のための、教訓２及び３で示された事項を含

む緊急の措置を、電気事業者に対して遅れることなく実

施するよう、指示した。」

教訓２：所外電源の全喪失、ヒートシンクや工学的安全系の全喪失のよ
うな過酷な状況においては、シビアアクシデント・マネジメントの
ために必要な機材（移動式電源、圧縮空気・水源など）を含めこれ
らの機能の単純な代替資源が提供されるべきである。

教訓３：教訓２で見出された備えは、安全な場所に置かれるべきであり、
発電所所員は、これらを使えるように訓練されるべきである。これ
らを集中的に保管すること及び影響を受けたサイトへ迅速に移動さ
せるための手段を含む。

３



○現在、国内の原子力発電所５０基（廃炉が決定した東京電力福島第一原子力発電所１～４号基を除く）のうち、停止中
のものが３１基、稼働中が１９基。

○仮に今夏までに定期検査等を終了見込みの原子力発電所１３基が再起動できない場合、西日本を含めた電力需給が
逼迫。（関西電力（予備率▲6.4％），九州電力（予備率1.6％）） ※予備力は通常8％以上、最低でも3％以上は必要とされる。

○仮に、再起動できない状態がこのまま続くと、今後、約１年で全ての原子力発電が停止。
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【原子力発電の供給力の今後の見通し】
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原子力発電所と電力需給について
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【原子力発電所の稼動状況（６月１７日現在）】
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定期検査から
営業運転に

復帰できない場合

※稼働中の各原子力発電所につき、電力各社のＨＰの情報を元に、それぞれ
直前の定期検査終了から１３ヶ月後に再び定期検査に入ると仮定。

※定期検査の期間は、電力各社のＨＰに情報がある場合はそれに従い、ない
場合は３ヶ月間と仮定。
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出力規模

５０万ｋW未満 １００万ｋW未満 １００万ｋW以上

運転中の原子力発電所

停止中の原子力発電所 ：今夏までに定検等を終了見込み
の原子力発電所 ４


